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第42期 

運 用 報 告 書 (全 体 版 ) 

 

⽇本財形給付⾦ファンド 

 

【2017年12月19日決算】 

 

受益者の皆様へ 

平素は格別のご愛顧を賜り厚くお礼申し上げます。

皆様の「日本財形給付金ファンド」は、2017年12月

19日に第42期決算を行いましたので、期中の運用状況

のご報告を申し上げます。 

今後とも、一層のご愛顧を賜りますようお願い申し

上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商 品 分 類 追加型投信／国内／債券 

信 託 期 間 1975年12月20日から原則として無期限です。 

運 用 方 針 

勤労者財産形成促進法の財形給付金制度に

基づいて、事業主が従業員の財産形成のた

めに拠出した資金を運用する財形給付金専

用のファンドとして、公社債への投資によ

り安定した収益の確保を目標に運用を行い

ます。 

公社債への投資割合については制限を設け

ませんが、給付金の支払時期を考慮して組

入比率および組入公社債の償還年次別分散

投資を行い、適正な流動性を保持するよう

運用します。 

主 要 投 資 

対 象 
公社債を主要投資対象とします。 

投 資 制 限 公社債への投資割合には制限を設けません。 

分 配 方 針 

運用による収益は分配しないで信託財産に

留保し、委託会社と事業主との間で締結し

た勤労者財産形成給付金契約に定める給付

金の支払時期または信託終了時に拠出金と

一括してお支払いします。 
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日本財形給付金ファンド 

○最近３期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

債   券 
組 入 比 率 

債   券 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額  

期 中 
騰 落 率 

 円 ％ ％ ％ 百万円 

40期(2015年12月19日) 4,232 0.0 95.8 － 19 

41期(2016年12月19日) 4,234 0.0 68.4 － 18 

42期(2017年12月19日) 4,222 △0.3 63.4 － 16 
 

（注） 基準価額は１千口当たり。 

（注） 当ファンドは、元本の安全性を優先した運用を行っているため、特定のベンチマークおよび参考指数を設けておりません。 

（注） 債券先物比率＝買建比率－売建比率。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 債   券 

組 入 比 率 
債   券 
先 物 比 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％ ％ ％ 

2016年12月19日 4,234 － 68.4 － 

12月末 4,233 △0.0 63.7 － 

2017年１月末 4,222 △0.3 92.1 － 

２月末 4,225 △0.2 87.6 － 

３月末 4,224 △0.2 82.5 － 

４月末 4,224 △0.2 82.6 － 

５月末 4,222 △0.3 85.0 － 

６月末 4,220 △0.3 79.5 － 

７月末 4,220 △0.3 82.0 － 

８月末 4,222 △0.3 72.9 － 

９月末 4,221 △0.3 73.7 － 

10月末 4,222 △0.3 63.0 － 

11月末 4,222 △0.3 63.4 － 

(期  末)     

2017年12月19日 4,222 △0.3 63.4 － 
 

（注） 騰落率は期首比。 
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日本財形給付金ファンド 

  

  

  

  
（注） 上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 
当ファンドにおける主なプラス要因およびマイナス要因は以下の通りです。 

 

（主なプラス要因） 

・主に組み入れた債券による利息収入がプラスに寄与しました。 

 

（主なマイナス要因） 

・信託報酬等の諸費用などがマイナスに寄与しました。 

・保有債券の利回りが上昇し、債券の価格が下落したことがマイナスに寄与しました。 

 

  
国内経済は、実質ＧＤＰ成長率が７四半期連続でプラス成長となるなど、持ち直しの動きが継続しました。ただ、

企業業績が改善基調を強める一方、個人消費の回復ペースは鈍いことから、景気の拡大は緩やかなものとなりまし

た。また、消費者物価指数（生鮮食品除く総合）についても、家計の根強い節約志向を背景に、日銀が掲げる２％の

前年比伸び率を達成することが困難な状況にありました。こうした経済環境の中で日銀は、「長短金利操作付き量的・

質的金融緩和」を継続しました。 

当期間における短期金融市場は、１年国債利回りが上昇しました。１年国債利回りは、2017年３月にかけて概ね

－0.3％を中心に推移しました。しかしその後は、日銀が短期国債の買入残高を圧縮する姿勢を示したことから、１

年国債利回りのマイナス幅が縮小しました。    
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ファンドの商品性に鑑み、政府保証債、地方債などの信用力の高い債券中心に投資を行い、安定収益の確保に努

めました。また組入債券の残存年限につきましては、価格下落リスクを抑えるため３年程度までとしております。 

 

  
当ファンドはベンチマークおよび参考指数がないため、本項目は記載しておりません。 

 

  
運用による収益は分配しないで信託財産に留保し、委託会社と事業主との間で締結した勤労者財産形成給付金契

約に定める給付金の支払時期または信託終了時に拠出金と一括してお支払いします。 

 

  
今後の運用につきましては、信用リスクに関しては慎重姿勢を継続し、安定収益の確保を目指します。景気や市

中金利の動向を見極めつつ、信用リスクに十分留意し、信用力の高い公社債に投資していく方針です。 
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日本財形給付金ファンド 

○１千口当たりの費用明細 (2016年12月20日～2017年12月19日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 4  0.100  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (2)  (0.048)  委託した資金の運用の対価 

 （ 販 売 会 社 ） (1)  (0.027)  交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の 
情報提供等の対価 

 （ 受 託 会 社 ） (1)  (0.025)  運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価 

（b） そ の 他 費 用 0   0.004   (b)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (0)  (0.002)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 （ そ の 他 ） (0)  (0.001)  その他は、金銭信託支払手数料 

 合 計 4   0.104    

期中の平均基準価額は、4,223円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結

果です。 

（注） 各金額において基準価額は円未満切捨て、その他は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） 各比率は１千口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに

小数第３位未満は四捨五入してあります。 

 

○売買及び取引の状況 (2016年12月20日～2017年12月19日) 

 

 

 買 付 額 売 付 額 

国 

内 

 千円 千円 
地方債証券 7,745 － 
 (5,800)

特殊債券 － － 
 (4,000)

 
（注） 金額は受渡代金。（経過利子分は含まれておりません。） 

（注） 単位未満は切捨て。 

（注） ( )内は償還等による増減分です。 

 
  

公社債 
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日本財形給付金ファンド 

○利害関係人との取引状況等 (2016年12月20日～2017年12月19日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
公社債 7 7 100.0 － － － 

 
（注） 公社債には現先などによるものを含みません。 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは岡三証
券です。 

 

○組入資産の明細 (2017年12月19日現在) 

 

(Ａ)国内(邦貨建)公社債 種類別開示 

区 分 

当 期 末 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率 
うちＢＢ格以下 
組 入 比 率 

残存期間別組入比率 

５年以上 ２年以上 ２年未満 

 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％  

地方債証券 
7,710 7,698 45.4 － － 5.9 39.5  

( 7,710) ( 7,698) (45.4) (－) (－) (5.9) (39.5) 

特殊債券 
(除く金融債) 

3,000 3,049 18.0 － － － 18.0  

( 3,000) ( 3,049) (18.0) (－) (－) ( －) (18.0) 

合 計 
10,710 10,748 63.3 － － 5.9 57.5  

(10,710) (10,748) (63.3) (－) (－) (5.9) (57.5) 
 

（注） ( )内は非上場債券で内書きです。 

（注） 組入比率は、資産総額に対する評価額の割合。 

（注） 額面・評価額の単位未満は切捨て。 

（注） 評価については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。 

 

  

利害関係人との取引状況 

国内公社債 
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日本財形給付金ファンド 

(Ｂ)国内(邦貨建)公社債 銘柄別開示 
 

銘 柄 
当 期 末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日 
地方債証券 ％ 千円 千円  
平成26年度第１回大阪市みおつくし債 0.22 1,000 998 2019/６/27 
第12回なごやか市民債 0.16 1,450 1,446 2019/10/31 
第14回京都市京都浪漫債 0.2 1,760 1,756 2019/12/11 
平成25年度第１回神戸市こうべ市民債 0.39 1,100 1,100 2018/６/27 
平成25年度第３回横浜市公債「ハマ債５」 0.24 1,400 1,399 2018/12/26 
平成26年度第３回横浜市公債「ハマ債５」 0.16 1,000 997 2019/12/25 

小 計  7,710 7,698  
特殊債券(除く金融債)     
第６回政府保証地方公営企業等金融機構債券 1.3 3,000 3,049 2019/３/15 

小 計  3,000 3,049  
合 計  10,710 10,748  

 
（注） 額面・評価額の単位未満は切捨て。 

 

○投資信託財産の構成 (2017年12月19日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

公社債 10,748 63.3 

コール・ローン等、その他 6,224 36.7 

投資信託財産総額 16,972 100.0 
 

（注） 評価額の単位未満は切捨て。 
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○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2017年12月19日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 16,972,580   

 コール・ローン等 6,210,410   

 地方債証券(評価額) 7,698,587   

 特殊債券(評価額) 3,049,470   

 未収利息 14,113   

(B) 負債 8,864   

 未払信託報酬 8,615   

 未払利息 8   

 その他未払費用 241   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 16,963,716   

 元本 4,018,047   

 次期繰越損益金 12,945,669   

(D) 受益権総口数 4,018,047口 

 １千口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 4,222円 
 

（注） 計算期間末における１口当たりの純資産額は、4.2220円です。

（注） 当ファンドの期首元本額は4,473,278円、期中追加設定元本額

は975,433円、期中一部解約元本額は1,430,664円です。 

 

 

○損益の状況 (2016年12月20日～2017年12月19日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 受取利息等収益 122,490   

 受取利息 124,477   

 支払利息 △     1,987   

(B) 有価証券売買損益 △    77,161   

 売買損 △    77,161   

(C) 有価証券評価差損益 △    79,629   

(D) 信託報酬等 △    18,554   

(E) 当期利益(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) △    52,854   

(F) 前期繰越損益金 14,465,110   

(G) 追加信託差損益金 3,145,667   

(H) 解約差損益金 △ 4,612,254   

(I) 計(Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ) 12,945,669   

 次期繰越損益金(Ｉ) 12,945,669   
 

（注） 損益の状況の中で(G)追加信託差損益金とあるのは、信託の追

加設定の際、追加設定した価額から元本を差し引いた差額分を

いいます。 

（注） 損益の状況の中で(H)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、

元本から解約価額を差し引いた差額分をいいます。 

（注） 期末の信託報酬率は0.1％です。 

 

<お知らせ> 
該当事項はございません。 

 


